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１．事業の趣旨 
 

グローバル化が急速に進む知識基盤社会において、国籍を問わず優れた人材の獲得競争

が激化する中、少子高齢化が進む我が国が、将来にわたって持続的に成長し、人類社会の

発展に貢献していくためには、優秀な人材を惹きつけ、未知の課題を世界に先駆けて克服

し知のフロンティアを拓く優秀な研究者を輩出することが不可欠である。 

本事業は、優れた研究基盤を活かし高度な教育と研究を融合する卓越した拠点を有する

大学に対し、博士課程の学生が学修研究に専念する環境を整備するために必要な経費を支

援し、もって、優秀な学生を惹きつけ、世界で活躍できる研究者を輩出する環境づくりを

推進することを目的とする。 

 

 

２．事業の概要 
 

（１）支援の対象  

 客観的な指標等に基づき優れた実績を持つ博士課程（区分制博士課程の後期の課程、一

貫制博士課程のこれに相当する期間の教育課程、及び医学・歯学・薬学・獣医学の博士課

程をいう。以下同じ。）の専攻等を有する国公私立大学（学校教育法第２条第２項に規定

する国立学校、公立学校及び私立学校（学校法人が設置する大学に限る。）である大学）

が、博士課程の学生を学修研究に専念させる環境を整備する取組を対象とする。 

 

（２）実施体制  

○ 事業者は大学の設置者（国立大学法人、公立大学法人、学校法人又は地方公共団体）、

申請者は大学の学長である。事業者には研究拠点形成費等補助金（若手研究者養成費）

が交付される。 

○ 学長は、申請した内容及び取組全体に責任を持つ。 

○ 専攻等の専任教員のうち、学生の研究指導、学位審査等の質保証を担当する等、当

該専攻等の取組の実施を責任ある立場で主体的に担う常勤の教員を、「実施担当者」と

する。 

○ 実施担当者のうち、事業の実施に関して責任を持つ常勤の専任教員１名を「実施責

任者」とする。 

○ 実施担当者は複数の申請に関わることができない。 

 

（３）申請の単位等 

○ 申請は、専攻等を単位として大学ごとに行う。 

○ 平成２５年度において国により支援中の大学院教育研究に係るプログラムを有する

専攻等は、本補助金による支援を申請することができない。 

 

（４）支援の範囲等  

○ 客観的な指標等に基づき行う専攻等の実績に係る評価の結果を勘案し、博士課程の学

生が学修研究に専念する環境を整備するために必要な学生支援経費を主とする下記の

経費を補助する。 

・ 博士課程の学生をリサーチ・アシスタントとして雇用するための経費等の学生支

援経費 

・ 博士課程における教育研究指導に必要な経費 

・ その他博士課程の学生が学修研究に専念する環境を整備するための経費として必

要な物品費、人件費・謝金、旅費、その他（光熱水料等） 
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○ 経費の取扱いについては、別に通知する交付要綱、取扱要領等に従って適切に管理

執行すること。 

 

（５）支援の期間  

  本事業による支援は、平成２６年３月３１日までを支援期間とする。 

 

 

３．支援の方法等 
 

（１）交付先の選定等  

 平成２５年度における新たな本補助金の交付先の選定及びその交付金額の決定は、以下

の手続により行う。 

 

（ａ）博士課程を有する大学に対する調査に基づく選定  

○ 文部科学省は、以下の指標により我が国の学術研究を格段に発展させる研究者を

一定数以上擁し優れた研究基盤を有する博士課程の専攻等を選定するため、博士課

程を有する大学に対し、該当する専攻等及び支援の希望の有無等に係る「調査票」

の作成を依頼し、この回答に基づき該当する専攻等の選定を行う。 

○ 各大学は、「４．申請内容・方法等」にしたがって、調査票を文部科学省に提出す

ること。 

 

〔指標〕 

  次に掲げる条件（ⅰ）及び（ⅱ）を全て満たす博士課程の専攻等であること。 

 

（ⅰ）平成２４年度の実績において、専攻等に属する実施担当者が、レフェリー付

き論文又は著書を、平均して１人当たり１以上発表している専攻等であること 

 

（ⅱ） 以下の指標のいずれかを満たす専攻等であること 

① 「グローバルＣＯＥプログラム」又は「世界トップレベル研究拠点プログラ

ム」の拠点のうち、事後評価を行っていないものにあっては当該事業の中間評

価の結果が、事後評価を行ったものにあっては当該事業の事後評価の結果が、

それぞれＡ以上の拠点※に係る専攻等 

② 平成２４年度に交付を受けた、「科学研究費補助金」のうち特別推進研究の研

究代表者、特定領域研究の領域代表者（総括班研究代表者）、新学術領域研究（研

究領域提案型）の領域代表者（総括班研究代表者）、基盤研究（Ｓ）の研究代表

者、基盤研究（Ａ）のうち人文社会系研究課題の研究代表者、「最先端研究開発

支援プログラム」の中心研究者、「グローバルＣＯＥプログラム」の拠点リーダ

ー又は「世界トップレベル研究拠点プログラム」の拠点長を３人以上実施担当者

として擁する専攻等 

 

 

 

                                                   
※ 「グローバルＣＯＥプログラム」の拠点のうち、事後評価を行っていないものであって中間評価において「現行の努

力を継続することによって、当初目的を達成することが可能であると判断される」と評価された拠点（プログラム）

若しくは事後評価において「設定された目的は十分達成された」と評価された拠点（プログラム）、又は「世界トップ

レベル研究拠点プログラム」の中間評価においてＳ（当初目的を超える拠点形成の進展があり、「世界トップレベル研

究拠点」としてさらなる発展が期待される）若しくはＡ（現行の努力を継続することによって、当初目的を達成する

ことが可能と判断される）と評価された拠点。 
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○ 対象となる「専攻等」は、博士課程の専攻、「グローバルＣＯＥプログラム」によ

る支援を受けていた一つの拠点（プログラム）の事業推進担当者が大学院担当教員と

して研究指導を担当する一又は複数の博士課程の専攻が参画する拠点、又は「世界ト

ップレベル研究拠点プログラム」の拠点の研究者（ホスト機関に属する者に限る。）

が当該機関における大学院担当教員として研究指導を担当する一又は複数の博士課

程の専攻が参画する拠点とする。 

○ 「グローバルＣＯＥプログラム」の拠点（プログラム）の事業推進担当者又は「世

界トップレベル研究拠点プログラム」の拠点の研究者（ホスト機関に属する者に限

る。）が当該機関における大学院担当教員として研究指導を担当する専攻のうち最も

当該拠点と関わりが深い専攻（以下「中心専攻」という。）が（ⅱ）②の要件を満た

す場合、当該専攻が参画する拠点として「専攻等」と扱うか、当該専攻単独で「専攻

等」と扱うか、いずれかを選択すること。 

○ 同一の専攻を中心専攻として擁する拠点がある場合、当該専攻が中心専攻として

参画する拠点を「専攻等」とする申請は一つに限ること。 

 

（ｂ）該当専攻等の実績に基づく卓越性の評価  

○ 文部科学省は、（ａ）の調査により選定した専攻等を有する大学に対し、当該専攻

等の教育研究実績を把握するため、「実績評価調書」の作成を依頼する。 

○ 各大学は、「４．申請内容・方法等」にしたがって、評価を担当する独立行政法人

日本学術振興会に実績評価調書を提出すること。 

○ 当該専攻等の実績に基づく卓越性の評価の方針は、以下のとおりとする。 

・ 別表に掲げる各指標・データに基づいて、各専攻等の実績を相対的に比較・評

価することを基本としつつ、数値で表せない当該専攻等の取組のユニークさや研

究成果等の状況について学術研究の動向に照らした判断を加味した上で、各専攻

等を以下のＳ・Ａ・Ｂ・Ｃでグループ分けをする。 

Ｓ：上位２５％以内に該当する専攻等 

Ａ：上位５０％以内に該当する専攻等で、上記に該当しないもの 

Ｂ：上位７５％以内に該当する専攻等で、上記に該当しないもの 

Ｃ：上記以外のもの 

・ 各指標・データの相対的な比較・評価にあたっては、別表に掲げる評価の視点

ごとに４段階（３点、２点、１点、０点）での配点を行う。また、学術研究の動

向に照らした判断の加味にあたっては、総合的な評価を行い、４段階（６点、４

点、２点、０点）の配点を行う。 

・ グループ分けを行う単位は、人文社会系、理工・総合・新領域系、生物系を基

本とし、人文学、社会科学、数物系科学、化学、工学、生物学、農学、医歯薬学、

総合領域、複合新領域の研究者による評価を行う。 

 

（２）支援の方法 

○ 支援は大学を単位として行う。 

○ 上記の手続により選定された専攻等について、当該専攻等の実施担当者が研究指導を

担当した学生（当該専攻等に属した者に限る。）に係る過去３カ年の修了者数（合計で

６０人を上限とする。）に応じ算定した額に、評価結果に基づく配分率（Ｓ：１１０％、

Ａ：１００％、Ｂ：９０％、Ｃ：８０％）を乗じて算出した額を大学ごとに合計し、予

算の範囲内で交付金額を決定する。 

○ その他、平成２４年度において本補助金による支援を受けていた大学に対しては、平

成２５年度においても継続的な支援を行うこととし、予算の範囲内で交付金額を決定す

る。 
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〔別表：評価の視点及び指標〕 

 

【研究活動について】 

 
区分 視点 指標 データ

研
究
活
動

研
究
者
の
集
積

優れた研究者を擁
しているか

大型研究費の獲得教員の割合 大型研究費の獲得教員数（注１）／専任教員数

特別研究員（ＰＤ・ＳＰＤ）・海外特別研究員採用
者の比率

特別研究員（ＰＤ・ＳＰＤ）・海外特別研究員採用者／専任教員数

多様な研究者を擁
しているか

外国人教員の割合 専任の外国人教員数／専任教員数

女性教員の割合 専任の女性教員数／専任教員数

他大学等を経験した教員の割合 他の大学・研究機関での研究職の経験を有する専任教員数／専任
教員数

研
究
の
状
況

研究が活発に行わ
れているか

専任教員当たり競争的資金獲得件数 競争的資金獲得件数（注２） ／専任教員数

専任教員当たり共同研究・受託研究・寄付金受
入件数

共同研究・受託研究・寄付金受入件数／専任教員数

研究を推進する仕
組みがあるか

専任教員当たり研究支援者数 研究支援者数／専任教員数

研
究
の
成
果

優れた研究成果を
あげているか

専任教員当たり論文・著書発表数 レフェリー付論文発表数・著書発行数（注３） ／専任教員数

国際共著論文の割合 国際共著論文発表数／レフェリー付論文発表数

専任教員当たり国際学会での基調講演・招待
講演数 国際学会での基調講演・招待講演数／専任教員数

社会の発展に資す
る成果をあげてい
るか

専任教員当たり特許取得件数 特許取得件数／専任教員数

専任教員当たりライセンス契約件数 ライセンス契約件数／専任教員数

（注１）「大型研究費の獲得教員数」とは、「科学研究費補助金」のうち特別推進研究の研究代表者、特定領域研究の領域代表者（総括班研究代表者）、新学術領域
研究（研究領域提案型）の領域代表者（総括班研究代表者）、基盤研究（Ｓ）の研究代表者、基盤研究（Ａ）のうち人文社会系研究課題の研究代表者、「最先端
研究開発支援プログラム」の中心研究者、「グローバルＣＯＥプログラム」の拠点リーダー及び「世界トップレベル研究拠点プログラム」の拠点長の人数とする。

（注２）別途、「代表者として獲得した競争的資金一覧（平成24年度実績）」を資料とする。

（注３）別途、「専任教員の代表的な研究業績リスト（専任教員）」を資料とする。  
 

【教育活動について】 

 
区分 視点 指標 データ

教
育
活
動

学
生
の
獲
得

優れた学生を惹きつ
けているか

志願状況 志願者数／入学者数

特別研究員（ＤＣ）採用者の割合 特別研究員（ＤＣ）採用者数／学生数

定員充足率 入学者数／入学定員

多様な学生を惹きつ
けているか

留学生入学者の割合 留学生入学者数／入学者数

他学部・他大学入学者の割合（注４） 自大学の自学部出身者の入学者数／入学者数

社会人入学者の割合 社会人入学者数／入学者数

女子入学者の割合 女子入学者数／入学者数

教
育
の
状
況

研究指導体制は充実
しているか

学生当たり研究指導教員数 専任の研究指導教員数／学生数

学生当たり外国人教員数 専任の外国人教員数／学生数

学生当たり研究指導補助教員数 専任の研究指導補助教員数／学生数

学修研究に専念でき
る環境があるか

経済的支援受給学生の割合 ＴＡ・ＲＡ・特別研究員（ＤＣ）その他給付型支援受給学生数／学生数

生活費相当額を受給している学生の割合 生活費相当額（月額１５万円以上）受給学生数／給付型支援受給学生数

優れた研究者を養成
するための特色ある
取組がなされている
か（注５）

分野の枠を超えた体系的な教育
複数専攻制・研究室ローテーション、異なる専攻の複数教員による研究指導、
Qualifying Examinationの実施状況

国際的なプログラムの提供 外国語による研究指導・論文作成、海外大学等への派遣の実施状況

実践的なプログラムの提供やキャリアパス
支援

社会人対象の博士課程教育プログラム、企業での研究活動を主目的とする
博士課程におけるインターンシップ、研究職に就くことを目指した博士課程修
了者に対するキャリアパス支援の実施状況

厳格な学位審査 他研究科の審査委員の登用、外国語を活用した論文審査の実施状況

学位審査の透明性の確保 論文審査結果の公表、口述試験の公開、指導教員外の主査登用の実施状況

教
育
の
成
果

研究者となる者を輩
出しているか

修了率 修了者数／学生数

研究職への就職者の割合 研究職への就職者数／修了者数

学生が優れた研究成
果をあげているか

学生当たり論文・著書発表数（注６） レフェリー付論文発表数・著書発行数／学生数

学生当たり学会発表数 学会発表数／学生数

学生当たり外国語の学会発表数 外国語での学会発表数／学生数

（注４）「他学部・他大学入学者の割合」は、「１－（自大学の自学部出身者の入学者数）」で算出する。

（注５）別途、大学が特に重視する取組を記載した「専攻等の概要（特徴、大学の中での位置付け等）」と「優れた研究者を養成するために特に重視している取組（特
色ある取組）」を資料とする。また、各データは平成２４年度に対象となる学生について、「全ての学生を対象に実施している」「一部の学生について実施してい
る」「実施していない」の別により区分する。

（注６）別途、「代表的な研究業績リスト（博士課程学生）」を資料とする。
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４．申請内容・方法等 
 

（１）申請内容 

○ 申請者は、文部科学大臣宛に必要な書類を提出すること。 

○ 書類の記載方法の詳細については、調査票及び実績評価調書の様式に記載される「記

入要領」を参照すること。 

 

（２）申請書類 

別に定める「提出に当たっての留意事項」に基づき、本事業の趣旨を十分に踏まえて、

「申請書」、「調査票」、「実績評価調書」、を作成し、学長から文部科学大臣宛に申請する

こと。 

 

（３）提出方法 

 支援を受けようとする大学は、提出書類ごとに、以下の方法により提出すること。 

 

 （ａ）「申請書」、「調査票」 

【提出期限】 

  ５月２４日（金） 

 

【提出先】 

  〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

  文部科学省高等教育局大学振興課大学院係 

 

【提出方法】 

  「申請書」については、持参又は郵送により提出。郵送により提出する場合に

は、封筒に「卓越した大学院拠点形成支援補助金申請書類在中」と記載の上、配

達が証明できる方法（配達記録、小包、簡易書留等）で余裕をもって発送し、上

記提出期限までに必ず着くようにすること。 

「調査票」については、電子メールにより「inchosa@mext.go.jp」宛てに提出。

件名及び添付ファイル名は、「補助金調査票（申請大学名）」と記載すること。 

 

 （ｂ）「実績評価調書」 

【提出期限】 

  ６月２１日（金） 

 

【提出先】 

  〒102-0083 東京都千代田区麹町５－３－１ 

独立行政法人日本学術振興会人材育成事業部大学連携課大学連携第二係 

 

【提出方法】 

  電子メールにより「takuetsu-jsps@jsps.go.jp」宛てに提出。件名は「補助金

実績評価調書（申請大学名）」と、添付ファイル名は「補助金実績評価調書（申

請大学名申請専攻等名）」と記載すること。 

 

（４）その他 

○ 提出された調書等については、差し替えや訂正は原則として認めない。 

○ 提出された調書等に、評価における判断の根本に関わるような重大な誤りや記載漏れ、
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又は虚偽の記載等があった場合、評価対象外とする。また、虚偽の記載等があった場合

は、評価後においても、決定が取り消されることがある。この場合、虚偽の記載等を行

った者について、一定期間本事業への参画を制限する。 

○ 提出された調書等は全て文部科学省及び独立行政法人日本学術振興会において共有

し返還しないため、各大学において控えを保管しておくこと。 

○ 補助金交付先の大学については、別途、交付内定及び補助金交付申請手続に関する連

絡を行う。 

 

 

５．スケジュール 
 

概ね、以下のスケジュールを予定している。 

 

 

 

平成２５年４月下旬        調査の実施【調査票様式、実績評価調書様式の発出】 

（文部科学省→各大学） 

 

 

平成２５年５月下旬               調査票・申請書の提出（各大学→文部科学省） 

 

 

平成２５年６月上旬                        選定結果の連絡 

                                   （文部科学省→各大学） 

 

 

平成２５年６月下旬      実績評価調書の提出（各大学→（独）日本学術振興会） 

 

 

                                評価の実施 

 

 

平成２５年８月中旬           交付額の連絡（文部科学省→各大学） 

                             交付決定・事業開始 
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６．その他留意事項 
 

（１）補助金の執行に関する留意事項 

  採択がなされ補助金の交付を受けた場合には、学長、実施担当者、及び経理等事務を行

う大学の事務局は以下のことに留意すること。 

 

① 補助事業の遂行及び管理 

本補助金の財源は国の予算であるため、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律」、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令」等に基づいた適切な経

理等を行わなければならない。 

  また、調書、交付申請書等の作成や提出、事業の実施等を、各大学毎に学長の下、一括

して行うようにすること。 

 

② 補助金の執行事務等 

  本補助金の執行事務を適切に遂行するため、大学の事務局が計画的に経費の管理を行

うようにすること。その際、本事業の経理については、他の経理と明確に区分し、その

収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、その収入及び支出に関する証拠書類を整理

し、並びにこれらの帳簿及び書類を当該取組が完了した年度の翌年から５年間保存する

こと。 

  なお、設備備品等を購入した場合は、それらが国から交付された補助金により購入さ

れたものであることを踏まえ、補助事業の期間内のみならず、補助事業の終了後におい

ても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効率的運

用を図るようにすること。 

 

③ 不正な使用等に関する措置 

 補助金の不正な使用等が認められた場合には、補助金の全額又は一部の返還を求めると

ともに、不正な使用等を行った実施担当者は、以下の期間について、本事業への参画を

制限する。（他の競争的資金制度等で不正な使用等が認められた場合においても、参画が

制限されることがある。） 

（ⅰ） 不正な使用を行った場合は、補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降１年間

又は２年間 

（ⅱ） 不正な使用等を行い、本事業以外の用途への使用があった場合は、補助金の返還

が命じられた翌年度以降１～１０年以内の間で、その内容等を勘案して相当と認め

られる期間 

 

④ その他法令、国の定めるところにより、必要な責任を負うこととなる。 

 

（２）公表等 

  本補助金による支援の決定後、大学名、大学ごとの交付金額等について公表する予定

としている。 

    また、パンフレットの作成、フォーラムの開催等に際し、支援対象大学に対しては、

協力を求めることを予定している。なお、作成したパンフレット等に関する著作権は、文

部科学省に帰属することとする。 

 

（３）その他 

 ○ 現に又は今後、国等から助成を受ける経費について、重複して本事業の経費として

交付申請することはできない。 
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 ○ 研究活動への不正行為（捏造、改ざん、盗用）が認められた場合は、補助金の全部

又は一部の返還を求めるとともに、不正行為を行った実施担当者については、以下の期

間について、本事業への参画を制限する。（他の競争的資金制度等で不正行為が認めら

れた場合においても、参画が制限されることがある。） 

 （ⅰ） 不正行為に関与したと認定された者については、２～１０年間の間で、その内

容等を勘案して相当と認められる期間 

 （ⅱ） 不正行為に関与したとまでは認定されないものの、当該行為について一定の責

任を負う者として認定された者については、１～３年間の間で、その内容等を勘

案して相当と認められる期間 

 

 

７．問合せ先 
 

（事業実施要領等全般について） 

  〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室大学院係 

               電 話 ：０３－５２５３－４１１１ 内線３３１２ 

         ＦＡＸ ：０３－６７３４－３３８７ 

                  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/ 

takuetsu/index.htm 

                     （本ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより、調書の様式等のﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞが可能です。） 

 

（実績評価調書、評価について） 

〒102-0083 東京都千代田区麹町５－３－１ 

独立行政法人日本学術振興会人材育成事業部大学連携課大学連携第二係 

電 話 ：０３－３２６３－１７５７ 

         ＦＡＸ ：０３－３２３７－８０１５ 

                  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.jsps.go.jp/j-takuetsudaigakuin/index.html 

 


